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　◎　対岸ビジネス情報

□　ERINAインフォメーション　□
  ◎　ERINAビジネスセミナー
          「地域商社の役割と地域企業のロシア進出事例」を開催します。
  ◎　第53回日本地域学会年次大会in新潟大学
      ＜公開シンポジウム＞
      「グローバル社会における新潟の食料産業戦略」【ERINA後援】が開催されます。
　◎　新潟県内高校・中学を対象に「ERINA出前教室」の申し込みを受け付けています。
  ◎　パイク・グンウク『中ロの石油・ガス協力−その実際と影響』
      　　（西村可明・ERINA訳、文眞堂）が発行されました。
　◎　『ERINA北東アジア研究叢書5』を発刊しました。
　◎　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」
　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。
　◎　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。
　◎　ERINA 賛助会員・購読会員のご案内
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　一般参加登録料2500ドルという「東方経済フォーラム」は、昨年の第１回であっ
た混乱もなく、日本のプレゼンスを高めて終了したようです。現地報道からもその
一端がうかがえるので、いつもよりボリュームを増してお伝えします。（編集長）
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  ◇  三菱がサハリンにメタノール工場をつくる方針  ◇

　日本の三菱がサハリンに現地産天然ガスを使ったメタノール工場をつくることを
検討している。
　第２回東方経済フォーラムでサハリン州政府のベーラ・シチェルビナ首相とロシ
ア三菱商事の古澤実社長が１日、これに関する協定書に署名した。
　「今、サハリンで直接、天然ガスを加工することを考えるという問題がある。今
日の協定書は、我々にとって、ロシア連邦政府に事業の支援を求めるための根拠で
ある」とサハリン州のコジェミャコ知事は協定書の署名後に述べた。
　大陸棚開発プロジェクトの天然ガスが三菱の工場向けの原料になるとみられてい
る。これにより、サハリン州のエネルギー産業のポテンシャルの完全な活用が可能
となり、炭化水素資源の加工に付加価値を加える。（インターファクス９月１日）

  ◇  KGKダイアモンドが800万ドルかけてウラジオに研磨工場  ◇

　「S.D.ダイアモンド」（KGKダイアモンド（インド）系列）がウラジオストクで
研磨工場を設立する方針であることを、同社のウラジミル・ブガエフ副社長が、ユー
ラシア・ダイヤモンド・センターのプレゼンテーション中に発表した。
　「今日、ユーラシア・ダイヤモンド・センター内の研磨工場の設立に関する覚書
が署名される。工場は１万6000カラットの原石ダイヤを加工する。設備投資が700
万〜800万ドル程度になる予定だ。このような本格的な投資は見返りをもたらすは
ずだ」とブガエフ氏は述べた。
　ブガエフ副社長は、ALROSAとの原料供給契約書の署名後、８カ月以内に工場が設
立されると説明。「このような契約書が近々、署名されるという確信を持っている」。
　ブガエフ氏によれば、新工場によって、第１段階で最大150人分の雇用が創出さ
れ、将来的には500人に及ぶという。「ウラジオストクにはまだ、専門家がいない。
しかし現地の人材養成に関する交渉が行われた。当社は、カレッジ（職業専門高等
学校）を基盤とする現地人材養成システムの構築について、沿海地方の教育担当部
署と協議した。２、３年以内にモスクワのカレッジの分校をウラジオストクに開校
し、専門家を養成できると思う」とブガエフ副社長は述べた。
　「S.D.ダイモンド」は現在、モスクワで研磨工房を経営しており、「SPARKイン
ターファクス」のデータに拠ると、2015年の売上は24億ルーブル、純利益は5700万
ルーブルだった。（インターファクス９月２日）

  ◇  ルスギドロは日本のパートナーとの連携文書に署名  ◇

  東方経済フォーラムの枠内で、ルスギドロは、三井との技術協力協定書と、三井
及び国際協力銀行（JBIC）との相互理解に関する覚書に署名した。
  技術協力協定書には、ルスギドロのニコライ・シュリギノフ社長と三井物産の米
谷佳夫プロジェクト本部長が署名した。ルスギドロと三井の技術協力は、ロシア極
東のへき地・遠隔地での再生可能エネルギー事業とカムチャツカ地方での地熱事業
の展開を目的としている。実証事業の一つとして、双方は、ムトノフスカヤ地熱発
電所の定格出力の50メガワットから120メガワットへの増強を検討する予定だ。合
意済み事項を実行するために、合同作業部会の結成が予定されている。
  ルスギドロと三井はさらに、太陽光発電所と風力発電所の建設プロジェクトのフィ
ジビリティ・スタディ分野でも協力することで合意した。現在、ルスギドロの子会
社の東部エネルギーシステム社が、ロシア極東のへき地・遠隔地域における再生可
能エネルギー事業の事業主体となっている。同社は、合計出力が146メガワットに
及ぶ発電施設の建設を見込む再生可能エネルギー導入プログラムを実施している。
  東部エネルギーシステムは現在、ニコリスコエ集落（カムチャツカ地方）とノビ
コボ集落（サハリン州）で風力・ディーゼルハイブリッド設備を、ウスチカムチャ
ツク集落（カムチャツカ地方）とラブイトナンギ市（ヤマロ・ネネツ自治管区）で
風力発電機を運転している。サハ共和国（ヤクーチア）のへき地ではすでに、バタ
ガイ集落での北極圏最大の出力１メガワットのものも含め、14基の太陽光発電所が
建設された。同社の実績は、太陽光エネルギー、風力エネルギーとディーゼルエン
ジンのハイブリッド技術の活用が、ディーゼル燃料の消費量の削減によって大幅な
経済効果をもたらすことを示した。
  署名されたもう一つの文書は、ルスギドロ、三井、JBICの相互理解に関する覚書
だ。ルスギドロのニコライ・シュリギノフ社長、三井物産の米谷佳夫プロジェクト
本部長、JBICインフラ・環境ファイナンス部門電力・新エネルギー第２部の小川和
典部長が署名した。
  この覚書は、三井とJBICによるルスギドロ社の国有株式の最大4.88％の取得権を
確保し、共同プロジェクトへの各社の参画プランを確定するものだ。日本側は、日
本の技術を使う事業や技術・ノウハウの移転事業も含め、有望な共同実施プロジェ
クトをリストアップするために、ルスギドロ・グループのフィジビリティ・スタディ
を2017年３月末までに実施することにしている。（ルスギドロ社公式HP９月２日）

  ◇  丸紅がホウ素製品工場の近代化に参画  ◇

　丸紅が、輸出力の拡大を目的とする「ダリネゴルスク採鉱・選鉱コンビナート」
（沿海地方）の製造設備の近代化に参加する。
　３日、東方経済フォーラムで丸紅の山本雄祐・無機農業化学品部長とダリネゴル
スク採鉱・選鉱コンビナートのドミトリー・ラチコフ社長がこれに関する覚書に署
名した。
　「これは工場にとって非常に重要な契約だ。我々は、港と硫酸工場等の当方の製
造拠点の整備に関する覚書に署名した。製品は主に輸出向けとなる」と、ラチコフ
社長は署名後にインターファクスのインタビューに答えた。
　「これは、日本だけの出資ではない。日ロ合弁であり、出資比率も異なる。日本
製設備の提供についても同様だ」とラチコフ社長は説明した。
　ダリネゴルスク採鉱・選鉱コンビナートは、破産手続き中の（株）採鉱化学会社
「ホウ素」を母体とする。「ホウ素」社はロシアで唯一の開発中のホウ素鉱床で、
国内唯一の高品質の国産ホウ素製品のメーカーだ。ホウ素の採掘、選鉱からホウ素
製品（ホウ酸ブランド各種、ホウ酸カルシウム、無水ホウ酸、ダトーライト精鉱）
の製造までの一貫生産サイクルを持っている。工場はホウ素製品の生産量で世界第
３位を占めている。モスクワの（株）採鉱化学会社「ホウ素」（51％）とラダマン
ト社（49％）がダリネゴルスク採鉱・選鉱コンビナート社の設立者となっている。
（インターファクス９月２日）

  ◇  丸新岩寺のユジノの温浴施設開業は2018年  ◇

　（株）丸新岩寺が５億260万ルーブルの総合温浴施設「ほのか」をユジノサハリ
ンスクに建設する。
　サハリン州、ユジノサハリンスク市、日本側の幹部が１日、東方経済フォーラム
が開催されるウラジオストクで、温浴施設用地の割り当てに関する三者協定書に署
名した。
　「日本の風呂がユジノサハリンスク郊外の歴史的場所につくられる。その場所は
アルペンスキー施設『山の空気』の麓にある。今、そこは空き地となっている。樺
太庁の時代には保養施設があった。この事実は日本の地図や北海道の大学の地質情
報から明らかにすることができた」と資料には記されている。
　この総合温浴施設の面積は5600平方メートルで、通年営業。敷地の一部には露天
及び屋内の浴槽、男湯、女湯、休憩室、マッサージ室、岩盤浴等の治療室が置かれ
る。利用者にはエステやボディケア、スパのサービスも提供される。「ほのか」で
は日本のレストランや売店、キッズプレイルーム、浴槽付VIPルームも営業する。
2018年の開業を予定しており、毎日、最大1000人を収容できるとみられている。
（インターファクス９月２日）

  ◇  双日がルスギドロのロ極東での事業に参画か  ◇

　ルスギドロが日本の双日と、日本のパートナーのロシア極東における事業への参
画を踏まえた連携協定書に署名したことを、インターファクスの記者が署名式会場
から伝えている。
　これは、プロジェクトでの日本製設備の使用と、極東連邦管区での現地製造の可
能性についてだ。「この他、双日は選んだプロジェクトの実行に向けた資金調達に
も協力するだろう」とルスギドロのプレスリリースには記されている。
　具体的なプロジェクトはまだ決まっていない。これまでに、双日はサハ共和国
（ヤクーチア）での川崎重工のガスタービンを使ったプロジェクトの実行を予定し
ている、と報道されてきた。（インターファクス９月２日）

  ◇  飯田GHDが先行経済発展区への入居を希望  ◇

　日本の大手デベロッパー、飯田グループホールディングス（株）がロシアでの業
務を拡大する方針で、先行経済発展区（TOR）への入居を予定している。同社の西
河洋一社長が第２回東方経済フォーラム（EEF）で３日、このように述べた。
　「当社は、もし可能ならば、日本でやっているような住宅建設をロシアでもやり
たい。しかし、まだ詳細な協議がなされていない。目下、我々は製材所の創業を計
画している」と説明した。さらに、西河社長によれば、飯田GHDはロシア極東から
の良質の木材製品を輸出したいと考えている。さらに、西河社長は、ロシアでのTOR
の形成とウラジオストク自由港システムの導入に触れ、「我々はTORに入居したい」
と明言した。（タス通信９月２日）

  ◇  ロスセチがシベリア・極東から日本への電力輸出ルートを検討  ◇

　「ロスセチ」（ロシア・グリッド）がシベリアとロシア極東から日本への２ギガ
ワット規模の電力輸出案を暫定的にまとめたことを、同社のオレグ・ブダルギン社
長が東方経済フォーラム（EEF）で発表した、とEEF-2016広報室が伝えている。
　ブダルギン社長は、日ロエネルギーブリッジとなりうるアジアスーパーグリッド
の形成の枠内で、ロスセチが日本のソフトバンクと共同で北東アジア諸国への電力
輸出プロジェクトの実施を検討していることに触れた。
　プロジェクトはロシアから日本へ、第１段階で最大２ギガワット、将来的に最大
５ギガワットの電力輸出を見込んでいる。「目下、シベリア統合電力システムと東
部統合電力システムから日本への２ギガワット規模の電力輸出ルートの暫定案がま
とまった」とブダルギン社長は述べた。ソビエツカヤ・ガワニ（ハバロフスク地方）
とサハリンの送電ポイントと日本海の海底ケーブル敷設を伴う日ロの直接送電ルー
トと、モンゴルと中国のトランジットという案が検討されている。「フィジビリティ・
スタディを行い、エネルギーブリッジの機能を技術的、経済的視点から全面的に研
究、分析することが、双方によって予定されている」とブダルギン社長は述べた。
  エネルギーリング形成構想はプーチン大統領がEEFで提唱した。大統領はスーパー
グリッドプロジェクト策定の政府間作業部会の設置も提案した。
（TPP-Inform９月３日）

  ◇  ソラーズとマツダの合弁会社が工業組立協定に署名  ◇

　マツダと「ソラーズ」が産業商務省と、ウラジオストクでの自社工場のエンジン
工場設置に関する連邦特別投資契約に署名した。工場のエンジンの年間生産台数は
５万基。現在ウラジオストクで組立てを行っているマツダCX5とマツダ６向けのエ
ンジンの生産を2018年に開始することになっている。
　新工場への資金投入額は20億ルーブルとみられており、600人を超える雇用創出
が見込まれる。プロジェクト自体、長期を視野に入れている。産業商務省は2016年
４月にマツダとの特別投資契約の締結を決定し、署名手続きについて正式に発表さ
れていた。
　マツダとソラーズの合弁会社は2012年にウラジオストクで開設され、マツダCX5
の組立てを開始。現在はマツダ６の組立ても行っている。４年間に10万台余りを製
造した。（コムソモリスカヤ・プラウダ９月４日）

  ◇  沿海地方政府
　　　　　　　　「日本のJOGMECが沿海地方で石炭資源開発の可能性を検討」  ◇

　日本の（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）が沿海地方の石炭資源
開発の機会を探っていることを、沿海地方広報室が５日、発表した。
　沿海地方のウラジミル・ミクルシェフスキー知事とJOGMECの池田肇理事がこれに
関する覚書に第２回東方経済フォーラムで署名した。
　石炭資源開発分野での協力の可能性の検討と地下資源の地質調査、それらの合理
的活用、沿海地方の鉱物原料資源のリザーブ・リプレースメントの分野での連携が、
締結された覚書の対象となっている。
　現在、沿海地方最大の石炭生産企業は（株）SUEK傘下の（株）プリモルスクウゴ
ル（ウラジオストク）だ。プリモルスクウゴルは、パブロフスコエ褐炭鉱床とラズ
ドリネンスコエ炭田のリポベツコエ鉱床を開発している。
（インターファクス９月５日）

  ◇  日本企業が沿海地方でリハビリセンターを開業か  ◇

　日本国土開発（株）と社会医療法人北斗が、沿海地方における回復期患者向けの
外来リハビリテーションセンターに出資することを検討している。
　ロシア極東での医療協力分野での相互理解に関する覚書に、沿海地方政府、沿海
地方投資エージェンシー、日本国土開発、北斗が第２回東方経済フォーラムで署名
した。
　日本側は今後、ウラジオストク自由港に入居し、沿海地方で医療サービスを展開
する方針だ。「日本側は、ウラジオストク自由港の体制が提供するチャンスを踏ま
え、将来的に、低侵襲（しんしゅう）手術や染色体検査等の日本の先端医療サービ
スのリハビリテーション病院を沿海地方につくりたい考えだ」と、沿海地方のワシー
リー・ウソリツェフ第一副知事は話している。（インターファクス９月６日）

  ◇  第２回東方経済フォーラムで日ロは20件の合意文書に署名  ◇

　第２回東方経済フォーラムで、ロシアと日本は20件の合意文書（計828億ルーブ
ル相当）に署名したことを、アレクサンドル・ガルシカ極東開発大臣が７日、東京
でのブリーフィングで発表した。
　「東方経済フォーラムでロシアと日本は20件のプロジェクト（計828.6億ルーブ
ル相当）について合意書を結んだ。これは13億ドルに相当する。日本の国際協力銀
行（JBIC）と極東投資輸出機関との協定書に特に注目したい」とガルシカ大臣は述
べた。
　ガルシカ大臣によれば、この協定は金銭とは関係ないが、日本企業がロシア極東
で実施する数十件、数百件の新規プロジェクトに日本の投資を呼び込むだけの大き
なポテンシャルが、このプラットフォームにはあるという。（リア通信９月７日）

  ◇  経済フォーラム直後に担当閣僚が訪日  ◇

　ロシアの「ロスセチ」（ロシア・グリッド）と合弁での、ロシア極東と日本のエ
ネルギーブリッジの研究を始める設計会社の設立をソフトバンクが提案したことを、
アレクサンドル・ガルシカ極東開発大臣が、日本側幹部との会談の結果として、リ
ア通信のインタビューで述べた。
　「我々はエネルギーリング・プロジェクトと、第２回東方経済フォーラムで我が
国大統領が話していた第１段階について話し合った。これは、ロシア極東経由での
日本への電力輸出だ。同時に、日本側は、沿海地方から本州へのルートがより有望
だと考えている。つまり、北海道ではない。プレFSは既にロスセチがまとめ、一部
の基本的な数字が今日、初めて示された」と大臣はコメントした。
  ガルシカ大臣は、この段階ではケーブル敷設が話題となっていることを指摘。こ
のプロジェクトのデザインのために、日本側は合弁の設計会社の設立を提案した。
「これは、海底ケーブルの敷設を指す。共同作業について合意した。日本側は日ロ
合弁設計会社の設立問題を、ソフトバンクとロスセチの側から検討するよう提案し
た。我々はこの活動開始に賛同する。日本の国際協力銀行（JBIC）もプロジェクト
に加わるかまえだ」とガルシカ大臣は述べた。
  会談にはロスセチのオレグ・ブダルギン社長も同席。ソフトバンク幹部との会談
は、第２回東方経済フォーラム直後のガルシカ大臣の訪日の枠内で行われた。
　訪日日程には政府レベルでの会談も含まれていた。特に、前半に行われたものの
一つが、世耕弘成経済産業大臣との会談だった。世耕大臣は最近設置されたロシア
経済分野協力担当相も兼務する。この会談では、５項目18件のプロジェクトが検討
された。大部分の方面での成果と、関連する合意文書の署名が、日ロ首脳会談が予
定されている12月までに期待されている。
　日本の山本有二農林水産大臣との会談も行われた。日本側は、ロシア極東の農業
への投資を呼び込むための共同農業プラットフォームの設置を提案。ロシア側は日
本側へ、このプラットフォームの核となりうる海洋生物資源分野の日ロアグリファ
ンドの設置を提案した。
　さらに、JBICとの協議も行われた。JBICとはフォーラムで極東投資輸出機関が、
先行経済発展区とウラジオストク自由港へ日本経済界を呼込むための日ロ共同プラッ
トフォームの設置について合意している。日本経済界の代表者（ソフトバンク、双
日、川崎重工、丸紅ほか）との充実した会談も行われた。（リア通信９月10日）

  ◇  北朝鮮が沿海地方とのポンツーンの早期建設を要請  ◇

　北朝鮮と沿海地方の間の国境地域に物流拠点が設けられるべきで、それによって
ロ朝関係が強化できると、北朝鮮外務省第３局のオ・スンホ局長が述べた。沿海地
方広報室がこれについて伝えている。オ・スンホ局長と沿海地方のセルゲイ・ネハ
エフ副知事の会談は前日に行われた。
　両地域間のポンツーン（浮き桟橋）建設問題は既に、モスクワで調整段階にある。
北朝鮮は、このプロセスを急ぐ必要があると考えている。
　ネハエフ副知事によれば、沿海地方交通・道路事業局によってこの種の橋梁建設
のフィジビリティ・スタディがまとめられ、担当の省に提出された。「皆さんと同
様、我々も連邦中央からの肯定的な判断とプロジェクトの実質的スタートを待って
いる」とネハエフ副知事は述べた。しかし、副知事によれば、現状でも沿海地方と
北朝鮮の間の貨物輸送の活性化は可能だ。
　「2015年にハサン鉄道検問所経由の貨物輸送量は、前年比で4.7倍に拡大した。
2016年にも好調な動きが見られる。ポンツーンが建設され次第、活発に使われるよ
う、継続して取扱貨物量を拡大することが必要だ。取扱貨物は、自社製品を北朝鮮
に輸出しているロシアのメーカーや、北朝鮮人投資家の沿海地方での順調な企業活
動によって拡大されうる」と副知事は述べた。
（ロシースカヤ・ガゼータ９月13日）

　━━　中国東北情報　━━
　
  ◇  第11回「延吉・図們江国際投資貿易商談会」盛大に開会  ◇

　秋の気配が爽やかな延吉で、国内外の企業が数多く集まり、第11回中国延吉・図
們江地区国際投資貿易商談会が延吉国際フォーラム・芸術センターで盛大に開幕し
た。庄厳吉林省共産党委員会常務委員・副省長・延辺州委員会書記、李晋修副省長
および全国工商連合など、中央および国の省庁の指導者が開幕式に出席した。
　そのほか韓国、フランス、北朝鮮、日本、アメリカの駐瀋陽領事館代表、友好都
市代表、中国国内をはじめ韓国、日本、ロシア、アメリカ、イタリア等26の国・地
域の経済貿易団体・企業の代表らが参加した。
　今回の商談会の位置づけは「延辺州における投資協力プラットフォーム・吉林省
対外開放の窓口・図們江地域の国際交流の受け皿」、テーマは「開放・イノベーショ
ン・協力・ウィンウィン」で、投資協力・商業貿易の展示、商談、国際経済貿易フォー
ラム、民俗観光文化交流の４つの大きな区画で構成されている。会場全体で430ブー
スが設けられ、そのうち室内には250ブースが設けられた。２階には韓国と日本の
展示館が単独で設置された。屋外の180ブースは、商品の展示・販売を主としてい
る。訪れた国内外の企業関係者は合計9000人余りで、そのうち投資・商談を行った
国内外の企業担当者は2500人、フォーラムに参加した企業担当者は1500人、購入や
視察に訪れた企業担当者は約5000人だった。46社の国内外メディアが報道した。
　期間中、投資説明会およびプロジェクト調印式、「韓国企業の延辺進出」活動、
北東アジア越境電子ビジネスと物流ハイレベルフォーラム、和龍国境経済協力区プ
ロジェクトのプレゼンテーションなど17の重要なイベントが開催される。
　さらに28日に実施される「投資環境説明会およびプロジェクト調印式」で調印さ
れる契約プロジェクトは17件、契約総額は70.57億元で、そのうち省外からの投資
プロジェクトは11件、契約総額は43.1億元、省内からの投資プロジェクトは６件、
契約総額27.47億元に上る。協議中のプロジェクトは３件、総額15.7億元で、すべ
て省外からの投資だ。
　「韓国企業の延辺進出」活動の契約プロジェクトは８件締結され、総額1.14億ド
ル、協議中が1件ある。（吉林日報８月29日）

  ◇  中ロ最大の陸路口岸、菜種油の輸入１万トン超える  ◇

　先頃、内モンゴル出入国検査検疫局が対外的に公表した情報によれば、今年になっ
て満洲里口岸で輸入された菜種油は全部で１万230トン、金額ベースで900万ドルに
達した。
　内モンゴル自治区は農業の「走出去（海外進出）」戦略を実施しており、国外で
栽培し国内で加工するという有効な結びつきを実現した。現在、中国はロシアで合
計７カ所の菜種栽培基地を有し、栽培面積は16万ヘクタールに達している。満洲里
口岸は対ロ最大の口岸で、国を超えた農業協力を発展させる重要な中枢地域だ。菜
種油の中国への輸送は内モンゴル自治区の農業の「海外進出」による成功例であり、
中ロ農業協力をさら発展させ、両国の科学研究交流を促進する重要な役割を果たし
ている。
　食糧輸送は、検疫すべき雑草や病気などを持ち込みやすい。中国の安全な生態と
人々の食卓の安全を守るために、満洲里出入国検査検疫局は法律を執行し、ロシア
の食糧輸入においてはロシアで粗化工してから、全行程で検査検疫・監視管理を実
施し、そこで合格してからようやく中国に入るようにしている。
（内モンゴル日報８月29日）

  ◇  圏河口岸、北朝鮮にタクシー初輸出  ◇

　８月25日、塗り替えられた20台のタクシーが琿春検査検疫局圏河事務所での検査
を終えて出国し、北朝鮮に無事輸出された。これは圏河口岸から北朝鮮に向けたタ
クシーの初輸出となる。
　タクシーは延辺の某企業により北朝鮮・羅津に向けて輸出された北京自動車Ｅ150
型で、排気量は1.5リッター、合計15.2万ドルに相当し、すべての自動車には料金
メーターやタクシーのマーク等がセットされており、すぐにタクシーとして使用す
ることができる。圏河事務所の職員と税関は共同検査を行い、わずか10分で20台す
べての検査が終了した。
　ここ数年、吉林省が対外ルートの円滑な通行を推進するにつれ、圏河口岸を経た
自動車輸出が常態化しているが、タクシーの輸出は今回が初めて。
（吉林日報８月30日）

  ◇  「長満欧」国際鉄道ルート、試験運行１周年  ◇

　８月26日、「長満欧（長春−満洲里−欧州）」国際鉄道貨物輸送列車が44TEUの
コンテナ にF1モーターレース関連の貨物を満載し、長春国際陸港過渡監視管理ス
テーションに到着した。これは吉林省が初めて請け負う国際的な一流レースの貨物
というだけでなく、「長満欧」国際列車が試験運行１年にして得た喜ばしい成果と
なった。
　2015年８月31日に、吉林省は「一帯一路」戦略に入るための初めての国際貨物輸
送幹線「長満欧」列車の双方向試験運行を始めた。今月までに、「長満欧」は44回
の輸入で実際貨物678TEU、30回の輸出で実際貨物206TEUに上り、輸出入合計880TEU、
金額ベースで5100万ユーロを超える貨物を輸送した。
　この一年、長春国際陸港発展有限公司は複合一貫輸送業務を発展させ、「長満欧」
を全国で唯一、同時に６カ国18鉄道ターミナルを結ぶ列車とした。臨港業務の面で、
長春国際陸港は長春税関への委託と、吉林省の検査検疫、長春興隆保税区等多くの
部門からの支援を得て、全国に先駆けた物流フローと税関検査・監視管理フローを
設計し、陸港区域を全国の重点的な共同園区の一つとした。
　長春国際陸港臨港作業区の第一期がまもなく供用開始となり、「長満欧」も通常
運行化しつつある。既定の戦略目標に照らして、長春国際陸港発展有限公司は次に
「双方向の口岸」「双方向の幹線」「双方向のセンター」「双方向の中枢」という
枠組みの建設を完成させ、「中−欧列車」「定期貨物航空便」等、多様な複合輸送
物流セクターを中心に、代理購入・仲介取引・貿易融資・融資リース等が一体となっ
た「物流＋商業貿易＋金融」の産業チェーンを次第に形成し、吉林省のもっとも重
要な輸出入のワンストップサービス・プラットフォームを構築しようとしている。
（吉林日報８月31日）

  ◇  第15回中国設備製造業博覧会、瀋陽で開幕  ◇

　９月１日午前10時、中国国際設備製造業博覧会が開幕し、全国各地の専門家や買
付企業が参加企業との協力の商談、技術交流、新しいビジネスチャンスなどを求め
て瀋陽国際展覧センターに待ちきれない様子で入場した。
　第15回中国製造業博覧会は商務部、国家発展改革委員会、工業・情報化部、科学
技術部、中国貿易促進会、遼寧省政府により主催され、中国機械工業連合会、中国
機械設備・電力設備製品輸出入商会、遼寧省貿易促進会等の部門が協力し、瀋陽市
政府が主管となり、9月5日まで開催される。
　第１回は2002年に瀋陽で開催された。14年間の発展を経て、専門性・国際性にも
とづき、設備製造博覧会は国内外のトップレベルの企業が実力を発揮し、協力を求
め、相互に交流し、市場を開拓する重要な舞台となり、企業間の展示、技術交流、
商談、合資協力といった４つの機能を発揮している。遼寧省にとって、この博覧会
は遼寧省の設備製造企業と国内外の競争相手が科学技術レベル、研究開発能力、産
業の発展、モデルチェンジとバージョンアップを切磋琢磨する交流プラットフォー
ム、遼寧省が先進技術や投資を誘致するプラットフォーム、現地の設備製造業が海
外や国際市場へ進出するプラットフォームでもある。
　今回の博覧会の展示総面積は1.1万平方メートルで、830社の企業の出展を招致し
た。工業ロボットおよびスマート設備展示区、国防科学技術工業および軍民融合科
学技術展示区、ユニバーサルデザイン・専用デザイン設備展示区、国際設備展示区
等８つの展示区が設置されている。展示されているのは、工業ロボット、スマート
製造技術、3D印刷技術・設備、IC設備、工業デザイン、軌道交通、工作機械、ユニ
バーサルデザイン設備等である。そのうち、金属切削設備、旋盤成型設備、旋盤部
品展示区など旋盤関係の展示館が４つを占めている。世界の旋盤業界12強の企業の
うち、10社が出展した。
　博覧会と同時期に開催された第１回中国国防科学技術工業展覧会と第２回中国
（瀋陽）国際ロボット展も見どころがたくさんあった。（遼寧日報９月２日）

　━━　モンゴル情報　━━

  ◇  大統領の給与を３割カット  ◇

　当局は低い経済成長に伴う緊縮政策を取ることを決定した。政府はまず、国有企
業のCEO及び幹部の給与を30〜60％カットすることを発表。また、要人256名（大統
領、国会議長、同副議長及び国会議員、首相、閣僚、副大臣、官房長官、大統領顧
問、首相顧問、政府高官、市・県の首長及び副首長、地方議会の長等々）の給与を
９月１日から30％カットすることで、2016年に５億5700万トゥグルグを節約するこ
とができる。さらに、財務省は、省庁職員の給与を20％カットする方針だ。こうし
て、1977人の給与15億トゥグルグがカットされる。（GoGo Mongolia８月31日）

  ◇  自転車が売れている  ◇

  モンゴルの自転車が急激に値上がりした。この値上がりは、４年前に「モンゴル
青年連合」（Mongolian Youth Federation、MYF）によって始められた「サイクリ
ング・ウランバートル」に起因する。MYFは夏の間、様々なイベントを開催してい
る。ディーラーによると、自転車の売上は90倍、サイクリストの数は７倍、増加し
ている。ウランバートル市内のサイクリストの数は、４年前は約2000人だったが、
今や１万4000人まで増えた。この間、計70キロの自転車道とレーンが敷設された。
（news.mn９月２日）

  ◇  モンゴル企業の日本市場への関心が高まっている  ◇

　モンゴル・日本EPAが発効して３カ月が過ぎた。この間、モンゴル企業のなかで
日本市場進出への関心が高まった。モンゴル企業約50社が商工会議所から商品の原
産地証明書を取得したことが、その証拠だ。
　特に、「エコス」社はこの９月に羊毛断熱材の輸出を始めた。同社は同時に、国
内市場で販売される自社のエコ建材の価格を20％引き上げることにしている。次に
「ビタフィト」社も、日本に自社製品を輸出し、日本市場での製品の広告に力を入
れようとしている。「ゴビ」や「ハンボグド」等のカシミア製品メーカーは目下、
日本企業との新規契約の締結に積極的に取り組んでいる。この業界の関係者らは、
カシミア製品のゼロ関税が日本市場でモンゴルの輸出業者の競争力を高めていると
指摘する。
　モンゴルでは輸入品の約80％を自動車や様々な設備が占めている。特に、今年１〜
７月に自動車の85％が日本からの輸入だった。昨年同期比で、日本車の輸入金額は
約800万ドル増えたが、量的には６％減少した。これは、この時期の、約20％の円
安トゥグルグ高を原因とする。（MONTSAME９月７日）

  ◇  ハンガリーがUBの下水処理場の整備を支援  ◇

　ウランバートル市（UB）のP.バヤルフー副市長（インフラ開発担当）は８日、ハ
ンガリー外務貿易省次官付顧問のバリント・トンボル氏、アコス・マダリ駐モンゴ
ル・ハンガリー特命全権大使と会談した。
  両国間の協力の覚書に基づき、ハンガリー側が、首都の下水処理場の改修及び新
規建設、バス組立工場の設立とスマートビジネスセンター、有機食品、スマートバ
スステーション　のプロジェクトに2500万ユーロのソフトローンを供与する。
  トンボル氏は二国間関係と協力が新たなレベルへと進んでいることに触れ、ハン
ガリーは、プロジェクトの立ち上げを加速していく方針だと指摘した。2500万ユー
ロの資金提供は、ハンガリーの輸出入銀行を通じて行われる。
  バヤルフー副市長は、８月末にUBで開催された北東アジア市長フォーラムへのブ
ダペスト市副市長の出席に対し謝意を表明した。バヤルフー副市長によればブダペ
スト市副市長の滞在中に、双方はUBの下水処理を改修し、ハンガリーの技術支援で
新しいものを建設することで一致した。バヤルフー副市長は、市役所は直ちに、プ
ロジェクトを開始するために行動を起こすと述べた。（MONTSAME９月８日）   

  ◇  モンゴルとトルコが交通・運輸分野の協力を拡大  ◇

　モンゴルのガンバト道路交通建設大臣は９日、駐モンゴル・トルコ大使と会談し、
交通・運輸分野での両国の協力の拡大強化について意見を交換した。会談で双方は
政治、経済、文化等、長きにわたるモンゴル・トルコ関係の集中的な拡大強化に言
及した。
　道路交通分野での協力は依然として、両国関係の重要な要素だ。1994年からモン
ゴルで活動しているトルコ国際協力庁（TICA）は、これまでに複数のプロジェクト
や事業を実施した。
　ガンバト大臣は、自動車輸送や海運の分野でトルコとの協力機会を活用して交通・
運輸業界を改革する方針を説明した。「我々はトルコの同分野のノウハウと経験を
学びたい。トルコの技術協力が、大きな河川や湖沼を有するモンゴル国内の水運の
発展に貢献すると確信している。具体的な共同プロジェクトがモンゴルの観光業界
の発展にも成果をもたらすだろう」とガンバト大臣は述べた。
（MONTSAME９月９日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

  ◇  県産チューリップ球根　台湾・嘉義市と売買契約準備（富山）  ◇
  
  県産チューリップ球根が今冬、台湾に輸出される見通しとなった。県花卉球根農
業協同組合と砺波市の担当者が25日まで、購入を検討している台湾・嘉義市を訪れ、
契約の準備に入った。県産球根の輸出は26年ぶり。
  年間を通して温暖な台湾の平野部ではチューリップは咲かないが、独自技術で低
温処理を施した球根を販売し開花させる。砺波市は、台湾への県産チューリップ球
根輸出を海外での販路拡大の足掛かりとし、飛躍につなげたいとしている。今秋に
も契約を結んだ後、組合と砺波市が12月、嘉義公園での植え込みに協力する。
（北日本新聞８月26日）

  ◇  来秋から北陸で工芸サミット　外国人誘客など期待  ◇

  富山、石川両県は26日、2020年の東京五輪・パラリンピックに関連した文化プロ
グラム「国際工芸サミット」（仮称）の北陸３県開催が決まったと発表した。17年
秋の富山を皮切りに、18年か19年に福井、20年に石川で開く。今後、文化庁と北陸
３県が協力し、各回の具体的な開催内容を計画。北陸の工芸を中心に国内外の作品
を集めた展示やシンポジウム、食などの生活文化と絡めたイベントなどが想定され
ている。
  同庁が東京五輪に合わせて20年までに全国各地で実施する文化プログラムの一環
で、外国人の誘客や地域活性化につなげるのが狙い。（北陸中日新聞８月27日）

  ◇  山形の良さをアピール　ウランウデ市訪問団の出発式  ◇

  山形市とロシア・ウランウデ市の姉妹都市締結25周年を記念して現地を訪れる市
民訪問団（団長・佐藤孝弘市長、35人）の出発式が29日、市役所で行われた。現地
市長への訪問や式典出席のほか、和太鼓演奏などを通して日本文化もアピールする。
  市民訪問団の派遣は19年ぶり。ウランウデ市は今年で350周年を迎え、一行は９
月２日の周年祭に出席するほか、同３日に姉妹都市締結25周年の式典に臨み交流を
深める。東北芸術工科大の和太鼓研究会「太悳（たいしん）」の学生８人も参加。
ブリヤート国立歌劇場バレエ団との共演も予定している。（山形新聞８月30日）

  ◇  泉田知事４選出馬断念　船購入問題、本誌報道理由に（新潟）  ◇

  ４選出馬する予定だった知事選（９月29日告示、10月16日投開票）から撤退し、
一転して出馬しないと30日に表明した泉田裕彦知事（53）は理由について、県が主
導する日本海横断航路計画に関する新潟日報の報道を挙げ、「憶測記事や事実に反
する報道が続いた。十分に訴えを県民に届けることは難しいと考えている」と異例
の文書で発表した。
  泉田氏は県議会２月定例会で出馬の意向を表明。自民、民進、公明、社民、生活
の５党に推薦願を出したが、いずれの党も対応を保留し続けている。横断航路計画
が暗礁に乗り上げるなどここ最近の県政の混乱から、泉田氏への批判が強まってい
た。（新潟日報８月31日）

  ◇  県モンゴル経済技術交流懇　「交流協会」に改組（新潟）  ◇

  教育や文化、ビジネスなど交流の幅をさらに広げようと、モンゴルとの技術交流
を続けてきた県モンゴル経済技術交流懇話会が今月、改組した。新団体の名称は
「県モンゴル交流協会」（新モ協）で、代表はキタック（新潟市）社長の中山輝也・
在新潟モンゴル国名誉領事が引き続き務める。
  会員向け連絡誌の発行や分野別会合などで情報共有を図るほか、随時モンゴルを
訪ねるなどして人的交流を進める。燕三条地場産業振興センターの塩浦時宗専務理
事や新潟大の白石典之教授、新潟クボタの吉田至夫社長らが副代表を務め、会員に
よる産官学連携も強めていく考えだ。（新潟日報８月31日）

  ◇  日韓連携へ意見交換　富山で北陸・韓国経済会議  ◇

  北陸と韓国の地域間交流拡大を目指す「北陸（日本）・韓国経済交流会議」は31
日、富山市のホテルで全体会議を開いた。両地域の企業や行政関係者が相互理解を
深めようと発表を行ったほか、分科会として日韓企業による商談会や自治体の意見
交換も行い、官民合わせ約230人が連携強化に取り組んだ。
  交流会議は北陸経済連合会と北陸環日本海経済交流促進協議会などが2000年から
開いている。分科会では商談約50件のほか、産業振興や高齢化問題、若い人材の流
出に対する日韓の自治体の取り組みについて意見交換した。
（北日本新聞９月１日）

  ◇  セーレン化粧品「コモエース」　上海に海外初常設店（富山）  ◇

  セーレン（本社福井市、川田達男CEO）は31日、化粧品ブランド「コモエース」
の常設店を中国・上海市の日系百貨店内に、8日にオープンすると発表した。コモ
エースの海外常設店は初めて。上海の１号店を皮切りに、中国市場への浸透とアジ
アを中心としたグローバル展開を目指す。
  コモエースは、繭から抽出した天然タンパク質「セリシン」を配合したスキンケ
ア化粧品として、1997年から主に通信販売でスタート。上海店は、上海のメインス
トリートにある「上海新世界大丸百貨店」１階の化粧品売り場に開設する。併せて
年内をめどに中国で自社オンラインショップを開設し、ネット販売にも力を入れる。
（福井新聞９月１日）

  ◇  「新潟中華総商会」発足　日中ビジネスを後押し  ◇

  本県や東北地方を拠点にビジネスを手掛ける中国人経営者らが集まり、経済団体
「新潟中華総商会」を設立した。10日に新潟市中央区のホテルで設立祝賀会を開き、
会員獲得に本格的に乗り出す。県内や隣県の中小企業にも加盟を呼び掛け、中国市
場への進出などを後押しする考えだ。
  在日華僑らを主会員とする経済団体には、1999年に発足した国内最大規模の日本
中華総商会（東京）がある。組織形態としては日本の商工会議所に近く、中国系約
230社と日本企業約80社が加盟している。新潟中華総商会は、日本中華総商会の直
属組織として東京、関西に次いで全国３番目に設立された。会長には、日本中華総
商会執行理事の王裕晋・ワンアジア社長＝加茂市＝が就任。新潟市中央区の情報通
信業「JCT」内に事務局を置いた。（新潟日報９月３日）

  ◇  中国の船会社「コンテナラインズ」　八戸港で集荷サービス（青森）  ◇

  中国の船会社SITCコンテナラインズ（日本総代理店SITCジャパン）は７月から八
戸港で、同港などと横浜港を結ぶ内航船を利用した貨物の集荷サービスを始めた。
同社は中国を基点に日本、東南アジアなどを結ぶ定期コンテナ航路を運営しており、
市関係者は同社のサービス網を生かした八戸港の物流活性化に期待を寄せている。
  同社は昨年７月、北海道・苫小牧港で内航船を利用したアジア向けリーファー
（冷凍・保温機能付き）コンテナ輸送サービスを開始。北日本でのサービス拡充の
一環で今年７月、取扱港を八戸港と仙台港に広げた。横浜港でトランシップ（積み
替え）し各国に届ける。（東奥日報９月６日）

  ◇  「医療ツーリズム」19団体企業　12日に協議会設立（山形）  ◇

　荘内銀行は７日、山形大医学部が2019年度に開始する重粒子線がん治療を核とし
た医療インバウンド体制の確立に向け、同学部や関係機関と「山形大学医学部先端
医療国際交流推進協議会」を12日に設立すると発表した。高度な治療や検査を受け
る外国人患者を日本の病院に呼び込む「医療ツーリズム」の態勢づくりを産官学金
が連携して進める。
　協議会は同大や山形市、県医師会、県市長会、県町村会、県経営者協会など19団
体・企業で構成。外国人患者と日本の病院の仲介を専門とする「日本エマージェン
シーアシスタンス」（東京）も名を連ねている。重粒子線がん治療装置を核とした
地域活性化策を推進しようと、荘内銀行の働き掛けで協議会の設立が実現した。
（山形新聞９月８日）

━━━━　ERINAインフォメーション　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
  ◇◇　ERINAビジネスセミナー
       「地域商社の役割と地域企業のロシア進出事例」を開催します。

　　○日　時　2016年9月26日（月）14：00〜16：00
　　○会　場　朱鷺メッセ3階中会議室301
　　○講　師　北海道総合商事株式会社代表取締役　天間幸生氏

　　詳細は⇒ http://www.erina.or.jp/about/news/126350/

  ◇◇　第53回日本地域学会年次大会in新潟大学
        ＜公開シンポジウム＞
       「グローバル社会における新潟の食料産業戦略」【ERINA後援】が開催されます。
　　○日　時　2016年10月8日（土）14：30〜17：30
　　○会　場　新潟大学附属中央図書館ライブラリーホール 

　　詳細は⇒ http://www.erina.or.jp/about/news/126381/

　◇◇　新潟県内高校・中学を対象に
　　　　　　　「ERINA出前教室」の申し込みを受け付けています。　

　　○対象　新潟県内の中学・高校の総合学習の時間など（1時限単位） 
　　○実施期間　平成28年5月〜12月
　　○申込　受付中

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/demae/

  ◇◇　パイク・グンウク『中ロの石油・ガス協力−その実際と影響』
                          （西村可明・ERINA訳、文眞堂）が発行されました。

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/staff/

　◇◇　『ERINA北東アジア研究叢書５』を発刊しました。

　　ERINA北東アジア研究叢書５
　　『北東アジアのエネルギー安全保障 −東を目指すロシアと日本の将来−』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【杉本侃編著、日本評論社】

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/series/

　◇◇　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」
　　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/naer/

　◇◇　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/er/

　◇◇　賛助会員・購読会員のご案内　

　　＜賛助会員制度＞

　　賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に
　　ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して
　　いただくための制度です。

　　＜購読会員＞
　　
　　購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス
　　です。
　　
　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/member/

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
  ご意見・お便りをお寄せください。　　e-mail：info-m@erina.or.jp
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

  ◇　ERINAのメールマガジン◆北東アジアウォッチは
　　　配信システム　 『まぐまぐ』http://www.mag2.com/ で配信しています。

  ◇　バックナンバー　
　　　http://archive.mag2.com/0000143721/index.html

  ◇　登録・解除　
　　　http://www.erina.or.jp/publications/mailmag/

  ◇　ERINA ホームページ    http://www.erina.or.jp/　

  ◇　ご意見・お問合せ　　　e-mail：info-m@erina.or.jp

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
【編集】　　　公益財団法人環日本海経済研究所（ERINA）
【編集長】　　企画・広報部長　中村俊彦
【担当】　　　企画・広報部　新保史恵

Copyright(C)2004-2016  Economic Research Institute for Northeast Asia (ERINA)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　無断転載を禁じます。
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

◎このメルマガに返信すると発行者さんにメッセージを届けられます
※発行者さんに届く内容は、メッセージ、メールアドレスです

◎ERINAのメルマガ　北東アジアウォッチ
  のバックナンバーはこちら
⇒ http://archives.mag2.com/0000143721/index.html?l=ypk1534e17

◎ERINAのメルマガ　北東アジアウォッチ
  の配信停止はこちら
⇒ http://www.mag2.com/m/0000143721.html?l=ypk1534e17



